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第146回DTF研究会＠テクノプラザおかや
2024年3⽉7⽇(⽊) 14:35〜16:20

産学官連携によるイノベーション
＆スタートアップの創出

〜 イノベーションエコシステムの鍵は地域産業との融合 〜

学術研究･産学官連携推進機構
新価値創成本部⻑
兼 知的財産・ベンチャー⽀援室⻑
松⼭ 紀⾥⼦（kirico@shinshu-u.ac.jp）
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⾃⼰紹介
松⼭ 紀⾥⼦（matsuyama kiriko)

・福岡県福津市出⾝
・岡⼭⼤学⼤学院 ⼯学研究科⽣命⼯学専攻 博⼠課程前期 修了
・特許事務所勤務（⼤阪）
・⼭梨⼤学 知的財産経営戦略本部 知的財産マネージャー
・慶應義塾⼤学 知的資産センター(承認TLO) 技術移転マネージャー
・浜松医科⼤学 知財活⽤推進本部 産学官連携コーディネーター
・⾸都⼤学東京（現・東京都⽴⼤学）総合研究推進機構URA室 主任URA
・慶應義塾⼤学病院 臨床研究⽀援センター トランスレーショナル・リサーチ(TR)部⾨ 特任助教
・2016年11⽉ 信州⼤学 学術研究・産学官連携推進機構 講師／URA
・2019年10⽉ 信州⼤学 学術研究・産学官連携推進機構 准教授／URA

知的財産・ベンチャー⽀援室⻑／ 研究コンプライアンス室 副室⻑
学術研究院 総合⼈間科学系 准教授

・2022年4⽉ 新価値創成本部⻑
・2024年2⽉ Inland Japan Innovation Ecosystem (IJIE）

［保有資格］
・1級知的財産管理技能⼠（特許専⾨業務）
・修⼠(⼯学)，修⼠(経営学)

現職

宮地嶽神社

光の道

出典︓宮地嶽神社Webサイト

3

4 4

もくじ

１．⾃⼰紹介
２．信州⼤学の産学連携活動の紹介
３．スタートアップ創出に向けて



第146回DTF研究会 2024年3⽉7⽇(⽊)

3

5

http://www.shinshu-u.ac.jp/institution/suirlo/

地域貢献度
を⽀える組織の１つ!

2023年度は総合2位

6

学術研究・産学官連携推進機構
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⽇本の⼤学等の特許出願件数
出典︓特許庁ステータスレポート2023

8

順位

件数
・特許出願の件数は年間120~150件
・全国の⼤学で10位前後
・企業等との共同出願が60%を占める
・エンジニア系の出願が70％以上を占める

⼯学部
53.3%繊維部

28.9%

医学部・病院
10.0%

農学部
6.7%

理学部
1.1%

R3年度新規出願の内訳

信州⼤学の知的財産活動①
1
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出典︓特許庁ステータスレポート2023

信州⼤学
第9位

2022年度実績

⽇本特許登録件数上位10⼤学等

2023年4⽉23⽇ ⽇本経済新聞
「特許で競争⼒のある⼤学 信州⼤学・広島⼤学が健闘」
⽇経新聞とパテント・リザルト社が研究者らの成果に基づいて特許の競争⼒をランキング。
信州⼤学は総合スコアで9位、地⽅⼤学では最も順位の⾼い位置にランキングされました。

10
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⽂部科学省・令和3年度⼤学等における産学連携等実施状況について
知的財産権等収⼊ 特許権実施等件数 特許権実施等収⼊

特許権保有件数のうち 実施
許諾中の特許権数の割合

研究者１⼈当たりの特許権
実施等収⼊額

12
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知的財産等収⼊と順位
収⼊⾦額
順位

信州⼤学の知的財産活動②
⾦額(千円) 順位

1

2018年6⽉
ジャパン・ティッシュ・エンジイアリング社に
CAR-T細胞の培養⽅法に関する特許
出願を実施許諾
出願番号︓PCT/JP2016/79989
「キメラ抗原受容体を発現する遺伝⼦改変
T細胞の調整⽅法」

出願⼈︓信州⼤学、名古屋⼤学
信⼤発明者︓中沢洋三、⽥中美幸、盛⽥⼤介

⽂部科学省・⼤学等における産学連携等実施状況のデータに基づいて作成
（〜H29年度は特許権等実施収⼊のデータを使⽤しています）
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知的財産権の活⽤事例

MIRAIE

工学部 住友ゴム工業㈱

地震の揺れを最大70% 吸収・低減。
2012年3月より住友ゴム工業㈱から販売。

高減衰ゴムで揺れを吸収する住宅用制震ダンパー

市田柿

天日干しによる加工期間を1/5に短縮。
生産量拡大と品質の安定化に貢献。
JAみなみ信州で事業化

高品質な「市田柿」の省力化安定システム

工学部 長野県農村工業研究所

13

14

知的財産権の活⽤事例
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知的財産権の活⽤事例

知的財産権の活⽤事例 信州⼤学広報誌 「信⼤NOW」 119号をご参照ください。
https://www.shinshu-u.ac.jp/guidance/media/now/

16
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信⼤クリスタル https://shindaicrystal.com/about/

「信⼤クリスタル」は、信州⼤学先鋭領域融合研究群先鋭材料研究所フラックス結晶研究部⾨が研究開発を⾏う
フラックス法により育成された結晶材料および関連材料の総称です。
信州⼤学では、「信⼤クリスタル」の “技術ブランディング” を進めています。

【活⽤事例】

18

信⼤クリスタル https://shindaicrystal.com/swee/

Sweeは、Shinshu Water for Ecology and Environment の略で、信⼤クリスタルを使⽤したアクアスポット・
マイボトル活動の総称です。市⺠・県⺠の⽅々、観光客の⽅々にSDGs達成やPETボトルの削減・脱プラ社会への貢献を考
えて頂ける場、信州の⽔をおいしく飲んでいただく場として、マイボトル専⽤アクアスポットsweeを県内各所に展開しています。
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信⼤クリスタル
信州ブランドアワード2023 ⼤賞を受賞 2024年3⽉8⽇(⾦)

13:00〜17:00

フォーラム視聴URL https://www.youtube.com/watch?v=kOFAKZj7jFM

20

信州型医療機器開発拠点

https://www.shinshu-u.ac.jp/project/amed-smed/

ものづくり技術の集積地・信州発の医療機器開発を⽬指して
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住⺠参加型医⼯連携ものづくり

22
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2023年
12⽉採択

2023年
5⽉採択

地域中核・特⾊ある研究⼤学の振興

24

⽔の惑星地球の再⽣を先導する⼤学
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新しい学問分野 アクア・リジェネレーション(ARG)

産学共創の拠点︓アクア・リジェネレーション共創研究センター(仮)

26
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⼤学の研究者を探す
信州⼤学研究者総覧 researchmap
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信州⼤学トップページ
>信州⼤学について
> 広報・刊⾏物
> 刊⾏物
> 研究紹介

29

信州⼤学の研究紹介

30 30

もくじ

１．⾃⼰紹介
２．信州⼤学の産学連携活動の紹介
３．スタートアップ創出に向けて



第146回DTF研究会 2024年3⽉7⽇(⽊)

16

経済産業省・令和2度⼤学発ベンチャー調査 調査結果概要（2023年6⽉）

31

経済産業省・令和2度⼤学発ベンチャー調査 調査結果概要（2023年6⽉）

32
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⻑野県
30社

経済産業省・令和2度⼤学発ベンチャー調査 調査結果概要（2023年6⽉）

33

信州⼤学は36位，22件 (2022年) 経済産業省・令和2度⼤学発ベンチャー調査 調査結果概要（2023年6⽉）

34
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⼤学発ベンチャー企業について
信⼤発ベンチャー 認定制度スタート
信州⼤（本部・松本市）は学⽣らが設⽴した法⼈を「信州⼤
学発ベンチャー」として認定する制度を導⼊し、２５⽇に初めて
１０法⼈を認定した。認定法⼈は⼤学施設の利⽤、出資者
となるベンチャーキャピタル（ＶＣ）との仲介といった⽀援を受け
られる。⼤学の研究成果を社会に還元するベンチャーの設⽴を
促し、⼤学の認知度向上に役⽴てる。

認定対象は信⼤の研究成果の事業化を⽬的とする法⼈。こ
のほか、信⼤の教職員や学⽣による設⽴、信⼤が保有する特
許や技術・研究成果を基にした起業、学⻑が必要と認めた―
のいずれかの条件を満たすことが必要となる。認定を希望する
法⼈が信⼤に申請し、審査を受ける。

認定を受けると⼤学の研究設備が使えるほか、学内の住所で法⼈登記ができる。
上⽥市の繊維学部で19⽇開所した産学連携の研究開発拠点施設「信州⼤学オープンベンチャー・イノベーションセン
ター」も低料⾦で利⽤できる。（後略)

出典︓信濃毎⽇新聞Web

信濃毎⽇新聞 2018年6⽉26⽇(⽕)

35

⼤学発ベンチャー認定の⽬的
 本学と⼤学発ベンチャーとの関係性を明確化するとともに、本学における⼤学発ベン

チャーの円滑かつ適正な⽀援を図る
⼤学発ベンチャーの定義
 ⼤学の研究成果⼜はその他の活動成果を事業化することを主たる⽬的とし、以下のいずれか

に該当する法⼈
(1) 本法⼈に帰属する知的財産権をもとに起業したもの
(2) 本法⼈で達成された研究成果⼜は習得した技術に基づいて起業したもの
(3) 本法⼈の教職員，信州⼤学の学⽣等が発起⼈⼜は設⽴時に取締役相当となるなど

して起業したもの(教職員，学⽣等が退職，卒業等の後に起業した場合については，
退職，卒業等から起業までの期間が3年以内のものに限る。)

(4) その他学⻑が特に必要と認めたもの

信州⼤学発認定ベンチャー

36
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★は、特許等を実施許諾しているもの
★は、信州⼤の元学⽣が関与してるもの

現在、認定されていてる17社・団体
・AssistMotion（上⽥市・ロボット開発）★
・ウェルナス（東京都・健康⾷品開発）★★
・スキノス（上⽥市・⽣体計測機器・研究機器開発）
・NPO法⼈ＳＣＯＰ（松本市・⺠間シンクタンク）
・精密林業計測（上伊那郡南箕輪村・森林調査）★ ★
・ナフィアス（上⽥市・微細繊維素材を使った商品開発） ★
・スパイラルテック（⻑野市・ワイヤレス給電コイル、ドローン）★
・A-SEEDS（東京都・CAR-T細胞療法）★
・SSST（上⽥市・ウェアラブルバイタルセンサー）★ ★
・AKEBONO（⻑野市・ソルガム） ★
・アルプ再⽣医療研究所（⽯川県・細胞療法）★
・信州ボルタ（⻑野市・電池＆電池材料）★

・発酵⻑寿研究所（⻑野市・⽇本酒）
・Morus（東京都・カイコ）
・ヴェルヌクリスタル（⻑野市・結晶材料）★
・みらくる（⼩諸市・繊維強化プラスチック製品の開発販売）★
・TRILL.（⻑野市・地⽅特化型カーシェアリング）★

信州⼤学発ベンチャー

37

信州⼤学シェアオフィスMatsumoto

[施設概要]
Floor area︓80㎡
Free desk︓20席
Occupied desk︓4席
Meeting room︓1室
Pay locker︓16 個
Free WIFI

38
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信州⼤学シェアオフィスUeda

オープンベンチャー・イノベーションセンター（OVIC） １階

39
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出典︓経済産業省・スタートアップ育成に向けた政府の取り組み
「スタートアップの⼒で社会課題解決と経済成⻑を加速する」（2023年7⽉）

41

出典︓経済産業省・スタートアップ育成に向けた政府の取り組み
「スタートアップの⼒で社会課題解決と経済成⻑を加速する」（2023年7⽉）

42
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[⽬標]
●⽇本にスタートアップを⽣み育てるエコシステムを創出し、第⼆の創業ブームを実現するためには、

⼤きな⽬標を掲げて、それに向けて官⺠で⼀致協⼒して取り組んでいくことが必要である。

●⽬標については、創業の「数」（開業数）のみではなく、創業したスタートアップの成⻑すなわち
「規模の拡⼤」にも、同時に着⽬することが重要である。そこで、創業の絶対数と、創業したスター
トアップの規模の拡⼤を包含する指標として、スタートアップへの投資額に着⽬する。

●この投資額は、過去５年間で2.3倍増（3,600億円（2017年）→8,200億円（2021
年））であり、現在、8,000 億円規模であるが、本５か年計画の実施により、５年後の
2027年度に10倍を超える規模（10兆円規模）とすることを⼤きな⽬標に掲げて、官⺠
⼀体で取組を進めていくこととする。

●さらに、将来においては、ユニコーンを100社創出し、スタートアップを10万社創出することによ
り、我が国がアジア最⼤のスタートアップハブとして世界有数のスタートアップの集積地になるこ
とを⽬指す。

スタートアップ育成5か年計画（抜粋）

44
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出典︓⽂部科学省 第7回産業連携・地域振興部会「産業連携・地域振興の取組について」（R6年2⽉ 2⽇）

46

⽬標
○ ⽇本にスタートアップを⽣み育てるエコシステムを創出し、第⼆の創業ブームを実現するためには、

⼤きな⽬標を掲げて、それに向けて官⺠で⼀致協⼒して取り組んでいくことが必要である。
○ ⽬標については、創業の「数」（開業数）のみではなく、創業したスタートアップの成⻑すなわち

「規模の拡⼤」にも、同時に着⽬することが重要である。そこで、創業の絶対数と、創業したス
タートアップの規模の拡⼤を包含する指標として、スタートアップへの投資額に着⽬する。

○ この投資額は、過去５年間で2.3倍増（3,600億円（2017年）→8,200億円（2021
年））であり、現在、8,000 億円規模であるが、本５か年計画の実施により、５年後の
2027年度に10倍を超える規模（10兆円規模）とすることを⼤きな⽬標に掲げて、官
⺠⼀体で取組を進めていくこととする。

○ さらに、将来においては、ユニコーンを100社創出し、スタートアップを10万社創出することによ
り、我が国がアジア最⼤のスタートアップハブとして世界有数のスタートアップの集積地になるこ
とを⽬指す。

スタートアップ育成5か年計画（抜粋）
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JST⼤学発新産業創出基⾦事業 988億円【基⾦】

スタートアップ・エコシステム
拠点都市(内閣府)
スタートアップ・エコシステム
形成⽀援採択PF(JST)

北関東・甲信・北陸地域

四国地域

地域PF共創⽀援は、
拠点都市PFに参画してない
地域に形成することを想定。

地域PF共創⽀援

北関東・甲信地域を
信州⼤が取りまとめて申請

「⼤学発スタートアップ創出の抜本的強化」

48
出典︓⽂部科学省 第7回産業連携・地域振興部会「産業連携・地域振興の取組について」（R6年2⽉ 2⽇）
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令和５年度信州⼤学連携コーディネーター研修
2024年2⽉15⽇(⽊) 13:30〜16:00

Inland Japan InnovationEcosystem (IJIE)
社会を変える⼤学発のスタートアップを創出する地域プラットフォーム

アイジー

49

・甲信・北関東の地⽅⼤学の特⾊ある研究成果・技術シーズに基づく起業を地⽅⾃治体、地⽅銀
⾏等との連携により推進し、地⽅型スタートアップ創出・成⻑加速エコシステムを実現するプラット
フォームを共創する。IJIE事務局は信州⼤学に設置。

・地⽅⼤学と、地域のステークホルダーの連携による課題解決⼒と地域貢献の実績を軸に、ベンチャー
キャピタル、先進地域との連携を通じて、社会を変える地⽅発のスタートアップ創出する。

・地域に独⾃のイノベーションエコシステムを構築することにより、スタートアップと地域産業との融合・連
携により新たな付加価値と雇⽤を創出し、本地域の活性化と経済発展に貢献する。

プラットフォームの⽬的と概要

主幹機関 ︓ 信州⼤学
SU創出共同機関︓⼭梨⼤学、宇都宮⼤学、群⾺⼤学、埼⽟⼤学、⾃治医科⼤学、信州TLO
協⼒機関︓

（⼤学）公⽴諏訪東京理科⼤学、⻑野⼤学、⻑野⼯業⾼等専⾨学校、前橋⼯科⼤学、埼⽟医科⼤学
（⾃治体）⻑野県、⻑野市、松本市、⼭梨県、栃⽊県、宇都宮市、群⾺県、前橋市、埼⽟県、さいたま市
協⼒機関（⾦融機関）︓
⼋⼗⼆銀⾏、⼭梨中央銀⾏、⾜利銀⾏、群⾺銀⾏、埼⽟りそな銀⾏、⽇本政策⾦融公庫

協⼒機関（⺠間企業）︓
みらい創造機構、ジャフコ グループ、ゼロワンブースターキャピタル、NES、JICベンチャー・グロース・インベストメンツ、ケイエスピー、
フューチャーベンチャーキャピタル、みやこキャピタル、ゼロワンブースター、毎⽇みらい創造ラボ、富⼠フイルムホールディングス、
産学連携研究所、⽇本総合研究所、MPO、MVP、⻑野県産業振興機構、さいたま市産業創造財団、さいたま起業家協議会、
信州メディカル産業振興会、ターナー法律事務所

連携拠点都市PF︓ Greater Tokyo Innovation Ecosystem（GTIE）
Tokai Network for Global Leading Innovation（Tongali）

実施体制

2024年2⽉〜2028年3⽉

甲信・北関東地域 に
スタートアップ・エコシステムを形成

Inland Japan InnovationEcosystem (IJIE)

事業期間 SU創出共同機関・協⼒機関は、今後も拡充してきます。

本地域に圧倒的に不⾜しているVCやアクセラ
レーター機能を重点的に強化

［VC］8機関、［アクセラレーター］4機関

50
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主幹機関（信州⼤）及びSU創出共同機関（⼭梨⼤、宇都宮⼤、群⾺⼤、埼⽟⼤、⾃治医⼤）の計6⼤学の研究者数は5,484⼈（2021年度）
各⼤学において特⾊のある研究を実施しており、保有特許3,042件と、起業ポテンシャルは⾼い。

⽔分解・光触媒
論⽂数 2位

電極触媒
論⽂数 9位

ディスプレイ
論⽂数 1位

陽⼦線治療
論⽂数 6位

⾎圧
論⽂数 1位単分⼦膜

論⽂数 2位

⼤学名 研究者数
（2021年)

保有特許(2021年)
研究者100⼈あ
たりのSU創出数総数 単独

信州⼤ 1,406⼈ 1,223件 371件 1.21社
⼭梨⼤ 833⼈ 474件 234件 0.12社

宇都宮⼤ 394⼈ 184件 94件 1.78社
群⾺⼤ 1,003⼈ 593件 259件 0.90社
埼⽟⼤ 490⼈ 360件 117件 0.41社

⾃治医⼤ 1,358⼈ 208件 60件 0.44社
合計 5,484⼈ 3,042件 1,135件 0.77社

各機関の研究者数・論⽂数・保有特許数

顕在化している保有特許の5〜10％を起業シーズ候補とすると
100件以上のシーズが存在

本PFのポートフォリオ
各⼤学の特⾊ある分野を重点領域としてポートフォリオ化
●材料・ナノテクノロジー ●クリーンエネルギー
●環境テクノロジー ●光⼯学
●医療・創薬

強み

IJIEの特徴と強み

51

IJIEの現状

研究者数
5,484⼈

保有特許
3,042件

(単独1,135件）

⼤学発
SU創出数

42 社

ユニコーンSU

0 社

研究者100⼈あたりの
SU創出数
0.77 社

全国平均 1.30社

②資⾦・情報・⼈材等の不⾜
・リスクマネーを投⼊する投資機関
・事業化⽀援⼈材による伴⾛⽀援
・経営者候補⼈材
・ステークホルダーの有機的な連携
・⼤学ファンド等の投資資⾦

現状
主幹・共同機関の⼤学 (6機関）

産業集積

・精密機械
・輸送⽤機器
・⾦属加⼯業
・繊維産業
・⾷品加⼯業
・医療機器産業 ほか

地域内総⽣産
52兆円

数多くの共同研究
産学連携プロジェクト

全国平均の
6割程度

①⼤学の環境等の不⾜
・起業⽀援⼈材の配置
・起業シーズを発掘・育成する仕
組み、施設環境の整備

・マーケティングに基づく知財戦略
・起業に関するイベント、コミュニティ
・起業マインド醸成

SUを継続的に創出する仕組み(ヒト・モノ・カネ)と環境整備が必要

2022年現在

強み地
域
連
携

強み

⼤学の研究成果・技術シーズや
地域連携の成果がSU創出につながっていない

IJIE構成機関の現状と課題

強み

52
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⼤学等

起業シーズの発掘
起業シーズの⾒極めと育成（GAPファンド）

経営者候補⼈材外部専⾨家

⼤学発
SU

⼤学発
SU

⼤学発
SU

⼤学発
SU

⼤学ファンド

起業シーズ

スタートアップ創出プログラム

VC、アクセラレーター、事業会社、⾃治体、⾦融機関、地域企業等のステークホルダーが有機的に連携してSU創出を⽀援

・リスクマネーを投⼊する投資機関の呼び込み
・事業化⽀援⼈材による伴⾛⽀援
・経営者候補⼈材とのマッチング
・ステークホルダーの有機的な連携を実現

・起業⽀援⼈材を各⼤学に配置
・起業シーズを発掘・育成する仕組み、

施設環境を整備
・マーケティングに基づく知財戦略の実現
・起業に関するイベント、コミュニティ形成
・起業マインドを醸成

⼤学発
SU

SU創出環境の整備

IJIE

⼤学発
SU

⼤学発
SU継続的に

SU創出

⼤学発
SU

(事業期間中に設⽴予定)

⽀援内容⽀援内容

IJIEの実施内容
顕在化した起業シーズだけでなく、
潜在する起業シーズも発掘する。

53

ステップ１ ステップ2
プレ スタンダード スタンダード＋α

対象
⼤学等の技術シーズをもとに起業
を検討する研究者等を対象に、ビ
ジネスプランの構築に必要となる試
作開発、市場調査、知的財産戦
略の策定等を⽀援する。

⼤学等の技術シーズをもとに起業
準備を⾏う研究者等を対象に、起
業シーズのビジネスとしての可能性
の検証に必要となる試作開発、実
証試験、データ取得等を⽀援する。

左記スタンダードの⽀援内容に加え、
地⽅⾃治体等との連携による実証
フィールドを⽤いた⼤規模な実証試
験等を⽀援する。

⽀援期間 1年以内 2年以内 3年以内

⽀援⾦額
（総額） 500万円 3,000万円 6,000万円

採択予定件数 年12〜14件 年3〜5件 年1〜2件

②スタートアップ創出⽀援体制・環境整備
①スタートアップ創出プログラム(GAPファンド）

具体的な実施内容

各機関において発掘された起業シーズについて、起業可能性の検証と起業準備のために必要な資⾦の提供、
及び、スタートアップ⽀援⼈材によるメンタリング、経営候補者⼈材とのマッチング等の⽀援を⾏う。

起業シーズ発掘
・外部専⾨家及び起業⽀援⼈材による⽀援体制の構築
・論⽂・知財データの解析によるヒアリング候補の抽出
・研究者ヒアリングの実施と有望研究者への事業計画作成⽀援 他

知財創出・戦略策定⽀援
・信州TLOを通じた⼤学知財の戦略策定等の⽀援
・知的財産⽀援窓⼝の設置（随時相談可能な体制構築）
・マーケティングに基づく知財マネジメントの導⼊ 他

経営者候補⼈材供給機能の構築
・⾃治体、⾦融機関、VC等と連携した経営者候補⼈材の発掘
・経営候補⼈材と研究者とのマッチング、チーム組成プログラムの実施
・⼤学研究者、⼤学院⽣等の経営者候補⼈材の育成 他

・スタートアップ⽀援ノウハウの共有・ネットワークの構築
・起業に向けた⼤学等のルール・規程等の整備
・⼤学の施設・設備の利活⽤ 他

५
ॱ
␗
ॺ
॔
⑁
উ
創
出
⽀
援
体
制

環
境
整
備外部専⾨家等による⽀援

起業家を育成する環境の整備

起業シーズの発掘から起業まで⽀援する体制と起業家を育成する環境を整備する。

IJIEの具体的な⽀援内容

アクア・リジェネレーション共創研究センター ゼロエミッションみらいラボ

地域中核・特⾊ある研究⼤学の連携による産学官
連携・共同研究の施設整備事業との協働

オープンベンチャー・イノベーションセンター シェアオフィス 54
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ステップ1で起業シーズを⾒極め、ステップ2で有望案件の重点⽀援を⾏うことにより、⼤学起業シーズの仮説検証サイクルを効率的に
回すとともに、事業化推進機関、経営者候補⼈材等と連携し、プログラム終了後の速やかな⼤学発SUの起業を促進

スタンダード＋α
6,000万円／3年以内

スタンダード
3,000万円／2年以内

起業シーズ育成フェーズ
プレ
500万円／1年以内

起業シーズ ⼤学発SU

⼤学発
SU

⼤学発
SU

⼤学発
SU

⼤学発
SU

⼤学発
SU

⼤学発
SU

⼤学発
SU

⼤学発
SU

SU創出の可能性
を前広に検証

有望案件を厳選
して起業準備

५
ॸ
⑁
উ
２

५
ॸ
⑁
উ
１

⼤学

スタートアップ創出プログラム（GAPファンド）

事業化検討フェーズ

経営者候補⼈材外部専⾨家 IJIE

事業化推進機関とのマッチング⽀援
経営者候補⼈材とのマッチング⽀援
事業化推進機関による伴⾛⽀援

起業シーズ発掘⽀援
VC

アクセラレーター
事業化推進機関

55

IJIEのビジョン

SUと地域企業との連携により、
新たな成⻑の柱となる
新産業群と雇⽤を創出

グローバル市場に
展開するSU

地域独⾃のイノベーション・エコシステムを構築

⼤学発
SU

起業シーズ

⼤学の「知」と地域の「資⾦」「⼈材」が循環する

経営者候補⼈材

アクセラレーター
⼤学ファンド

地⽅⾃治体
地⽅⾦融機関
産業⽀援機関

地域が変わる×

外部専⾨家

⼤学発
SU

⼤学発
SU

⼤学発
SU

⼤学発
SU

地域経済を
牽引するSU

事業会社
地域企業

VC

⼤学が変わる

産業集積

起業!

SU創出を⽀援・育成し、
連携する仕組みを構築

SU創出を通じた
社会実装が増⼤

新たな⾼付加価値産業を創出する
地⽅発スタートアップ創出プラットフォーム

SUの⾰新的なアイデア・ビジネスプラン・事業戦略と、ものづくり産業との融合・連携により、
新たな付加価値と新産業を創出し、⽇本の経済成⻑を実現する

研究者・学⽣の⾼い起業マインド
誰でも起業したいときに起業できる環境

社会が変わる

⼤学等

本事業を通じて実現すること

１．起業⽀援体制の構築
スタートアップ(SU)と地域企業
との連携・融合により、地域独
⾃のイノベーション・エコシステム
を構築

２．⼤学発SUの創出
[事業終了5年後]
(2032年度末)
SU創出数 26社
資⾦調達額 85.2億円

３．⼤学ファンドの設⽴
⼤学発SUを投資対象とする
⼤学ファンドを設⽴

４．PFの⾃⽴化
事業終了後、PFの法⼈化
(PF運営会社設⽴)し、⾃⽴
化する

５．起業家・起業⽀援⼈材
等の育成

IJIE

56
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１．3⽉29⽇(⾦)にキックオフイベントを開催
現地＆オンライン配信のハイブリッド開催

２．起業⽀援⼈材を募集中。
IJIE担当のプロジェクトインキュベーター准教授(特定雇⽤)、
助教(特定雇⽤)を募集しています。応募〆切︓3/27(⽔)
→ https://bit.ly/49DtOdu

３．協⼒機関を広く募集します。
⾃治体、⾦融機関、⼤学、地域企業等を広く募集します。
特に、本地域のスタートアップ創出を⽀援いただける地域企業
の皆様のご連絡をお待ちしております。（4⽉から募集開始）

ご興味のある⽅はご連絡ください。

信州⼤学 IJIE事務局
信州⼤学 研究推進部⼤型研究推進課内
〒390-8621 ⻑野県松本市旭三丁⽬1番1号
TEL:0263-37-2037（直通）
e-mail: venture@shinshu-u.ac.jp

今後の予定

57

58

国⽴⼤学法⼈信州⼤学
学術研究・産学官連携推進機構 准教授
ー 新価値創成本部⻑
－ 知的財産･ベンチャー⽀援室⻑
－ Inland Japan Innovation Ecosystem (IJIE) プログラム代表
〒390-8621 ⻑野県松本市旭三丁⽬1番1号
TEL:0263-37-3529（直通）
e-mail: kirico@shinshu-u.ac.jp 松⼭ 紀⾥⼦

ご静聴ありがとうございました。


